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景気後退の影響

 08年10月以降の世界
的な景気後退の影響に
ついて､「大きなマイ
ナス｣､「若干のマイナ
ス｣と回答した企業の
割合は87.6%と約9割
の企業が影響を受け
た。

 中国の省市別にみると
各省市とも､「大きな
マイナス｣､「若干のマ
イナス｣と回答した企
業の割合は約9割と高
い。特に、輸出型企業
が多い、広東省、遼寧
省で「大きなマイナ
ス」と回答した企業の
割合が6割を超える。
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景気後退の影響 (中国 業種別)

 中国について業種別にみると､どの業種もおしなべて
マイナスの影響があったと回答した企業の割合が高
い。
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売上が底を打った時期

 売上が底を打った時期
については､いずれの
国・地域も09年上半期
までに底を打ったと回
答した企業の割合が6

割に上る。
 中国の省市別に09年上

半期までに底を打った
と回答した企業の割合
をみると､天津市､広東
省､江蘇省で７割を超
える一方で、北京市､
上海市､山東省は5割前
後とばらつきがみられ
る。
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売上が金融危機前の水準に回復する時期

 売上が金融危機発生前
の水準に回復するタイ
ミングは､回答がわか
れた｡回答は多い順に､
｢分からない｣､｢09年7

月～9月｣､｢09年4月～
6月｣となっている｡

 09年末までに回復する
と回答した企業の割合
は､韓国､台湾､中国で5

割､香港では3割と金融

危機の打撃からの回復
を10年以降に持ち越す
企業が多い。

 中国で省市別に09年末
までに回復すると回復
した企業の割合をみる
と､天津市､江蘇省は7

割以上､一方､北京市は
3割以下と省市によっ
て違いがみられる。
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売上が金融危機前の水準に回復する時期 (中国 業種別)

 09年末までに回復すると回答した企業の割合を業
種別にみると､製造業では、輸送用機器、輸送用
機器部品で８割近く、非製造業でも商社、販売会
社、運輸・倉庫で５割を超えている。
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景気後退の顕在化を受け､
過去１年間に取った対策 (複数回答、上位６項目)
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雇用調整生産・販売効率改善によるコスト削減 新規投資／設備投資の中止・延期

新規ビジネス展開の開始
仕入先の見直し
(絞込み､安価な調達先へのｼﾌﾄ等)

営業・操業日数の削減もしくは時間短縮

雇用調整生産・販売効率改善によるコスト削減 新規投資／設備投資の中止・延期

新規ビジネス展開の開始 営業・操業日数の削減もしくは時間短縮
仕入先の見直し
(絞込み､安価な調達先へのｼﾌﾄ等)

 景気後退の顕在化を
受け、過去１年間に
取った対策を複数回
答で尋ねたところ
「生産・販売効率改
善によるコスト削
減」､「雇用調整」
が４割以上にのぼ
る。
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従業員数の変化
(過去1年間と今後1年の見通し)

 金融危機発生前の08年9月時点から1年間(過去)と
09年9月時点から1年間(今後)の従業員数の増減を
たずねたところ､現地従業員では､過去1年間､非正
規および正規のいずれも約4割の企業が「減少」と
回答。今後1年の見通しは､｢増加｣とする企業の割
合が非正規､正規ともに高い。

 日本人駐在員は､過去、今後とも減少が増加を上回
り､労務コスト削減と経営の現地化に引き続き取り
組む状況が伺える。
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49.2 

13.8 

5.6 

16.1 

4.6 

12.3 

6.2 

中国(n=340社)

台湾(n=72社)

韓国(n=56社)

香港(n=44社)

(ASEAN)(n=1,024社)

(インド)(n=130社)

43.2 

34.6 

23.2 

17.5 

31.6 

54.2 

47.4 

59.0 

69.7 

74.6 

59.8 

39.3 

9.3 

6.4 

7.1 

7.9 

8.6 

6.6 

中国(n=546社)

韓国(n=78社)

台湾(n=99社)

香港(n=63社)

(ASEAN)(n=1,543社)

(インド)(n=168社)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

「増加」＜「減少」

6.3 

6.7 

6.6 

2.1 

6.1 

18.0 

75.0 

78.7 

82.9 

89.5 

83.6 

75.2 

18.8 

14.7 

10.5 

8.4 

10.3 

6.8 

香港(n=64社)

中国(n=525社)

韓国(n=76社)

台湾(n=95社)

(ASEAN)(n=1,466社)

(インド)(n=161社)



 中国についても､事業の回復傾向を反映し､現地従
業員は非正規､正規ともに09年９月からの1年間(今
後)は過去1年間から一転して「増加」が「減少」
を上回る。また､増加の占める割合は､正規現地従
業員が非正規現地従業員を上回っている。

 省市別にみると､江蘇省で現地従業員を増加する企
業の割合が高い一方で､日本人駐在員を減少する企
業の割合も高い。

14.8 

24.4 

23.7 

43.2 

9.7 

6.7 

49.7 

61.8 

35.9 

47.4 

66.9 

78.7 

35.5 

13.8 

40.4 

9.3 

23.5 

14.7 

過去(n=344社)

今後(n=340社)

過去(n=554社)

今後(n=546社)

過去(n=537社)

今後(n=525社)
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従業員数の変化
(過去1年間と今後1年の見通し)

現地従業員(非正規) 現地従業員(正規) 日本人駐在員

現地従業員
(非正規)

現地従業員
(正規)

日本人
駐在員

中国総数

今後1年の従業員数増減見通し(中国 省市別)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

8.3 

6.8 

2.3 

9.4 

7.0 

11.8 

8.3 

72.2 

76.2 

82.6 

75.5 

78.0 

76.5 

81.7 

19.4 

17.0 

15.1 

15.1 

15.0 

11.8 

10.0 

江蘇省(n=36)

広東省(n=147)

山東省(n=86)

北京市(n=53)

上海市(n=100)

天津市(n=17)

遼寧省(n=60)

55.6 

50.0 

43.6 

40.6 

37.1 

34.9 

20.0 

38.9 

40.1 

47.3 

53.8 

44.9 

57.1 

80.0 

5.6 

9.9 

9.1 

5.7 

18.0 

7.9 

江蘇省(n=36)

広東省(n=152)

北京市(n=55)

上海市(n=106)

山東省(n=89)

遼寧省(n=63)

天津市(n=20)

40.7 

33.3 

33.3 

24.6 

23.8 

17.5 

16.7 

48.2 

51.1 

66.7 

69.2 

54.8 

63.8 

70.4 

11.1 

15.6 

6.2 

21.4 

18.8 

13.0 

江蘇省(n=27)

遼寧省(n=45)

天津市(n=12)

上海市(n=65)

北京市(n=42)

広東省(n=80)

山東省(n=54)

「増加」＜「減少」
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日
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員

２．景気後退(9)
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従業員数の変化 (中国業種別 過去1年間)

製造業 非製造業

8.8 
7.1 

9.8 

4.8 

11.8 

16.7 

11.1 

8.7 

10.0 

11.1 

66.0 
53.6 

64.3 

63.4 

71.4 

64.7 

61.1 

66.7 

69.6 

70.0 

72.2 

94.1 

25.2 
39.3 

35.7 

26.8 

23.8 

23.5 

22.2 

22.2 

21.7 

20.0 

16.7 

5.9 

総数(n=365社)

電気・電子部品(n=56社)

精密機械(n=14社)

電気機械・電子機器(n=41社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

化学品・石油製品(n=17社)

衣服・繊維製品(n=18社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=27社)

プラスチック製品(n=23社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

食品・農水産加工品(n=36社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=17社)

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(
正
規)

日
本
人
駐
在
員

11.6 

12.5 

7.7 

9.7 

5.9 

15.4 

68.6 

60.0 

66.7 

62.5 

69.2 

80.0 

71.0 

76.5 

74.4 

19.8 

40.0 

33.3 

25.0 

23.1 

20.0 

19.4 

17.7 

10.3 

総数(n=172社)

建設・プラント(n=5社)

不動産(n=6社)

銀行(n=8社)

通信・ソフトウエア(n=13社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

販売会社(n=31社)

運輸・倉庫(n=17社)

商社(n=39社)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

(注) 製造業は有効回答10社以上の業種、非製造業は有効回答5社以上の業種のみ抽出。

0 20 40 60 80 100

(%)

14.4 

16.2 

6.3 

20.0 

25.0 

6.7 

9.1 

8.3 

27.3 

44.9 

24.3 

37.5 

33.3 

34.4 

53.3 

54.6 

58.3 

45.5 

40.7 

59.5 

56.3 

46.7 

40.6 

40.0 

36.4 

33.3 

27.3 

総数(n=243社)

電気・電子部品(n=37社)

プラスチック製品(n=16社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=15社)

電気機械・電子機器(n=32社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=15社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=11社)

衣服・繊維製品(n=12社)

食品・農水産加工品(n=22社)

19.2 

10.0 

8.8 

14.3 

10.0 

4.4 

23.8 

28.6 

27.8 

28.6 

25.0 

17.7 

35.4 

20.0 

24.6 

33.3 

40.0 

47.8 

28.6 

32.1 

33.3 

35.7 

44.4 

64.7 

45.5 

70.0 

66.7 

52.4 

50.0 

47.8 

47.6 

39.3 

38.9 

35.7 

30.6 

17.7 

総数(n=376社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

電気・電子部品(n=57社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

プラスチック製品(n=23社)

電気機械・電子機器(n=42社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

衣服・繊維製品(n=18社)

精密機械(n=14社)

食品・農水産加工品(n=36社)

化学品・石油製品(n=17社)

33.2 

31.3 

45.0 

23.5 

30.0 

12.5 

20.0 

16.7 

37.1 

6.3 

25.0 

47.1 

43.3 

62.5 

60.0 

66.7 

29.8 

62.5 

30.0 

29.4 

26.7 

25.0 

20.0 

16.7 

総数(n=178社)

通信・ソフトウエア(n=16社)

商社(n=40社)

運輸・倉庫(n=17社)

販売会社(n=30社)

銀行(n=8社)

建設・プラント(n=5社)

不動産(n=6社)

15.8 

14.3 

16.7 

14.3 

35.3 

61.4 

42.9 

50.0 

57.1 

71.4 

72.7 

47.1 

22.8 

42.9 

33.3 

28.6 

28.6 

27.3 

17.7 

総数(n=101社)

通信・ソフトウエア(n=7社)

不動産(n=6社)

販売会社(n=14社)

銀行(n=7社)

運輸・倉庫(n=11社)

商社(n=17社)
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従業員数の変化 (中国業種別 今後1年間)

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(

正
規)

日
本
人
駐
在
員

製造業 非製造業

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(
正
規)

日
本
人
駐
在
員

47.8 

60.0 

52.9 

52.9 

50.0 

40.0 

40.0 

20.0 

44.4 

20.0 

23.5 

41.2 

42.9 

55.0 

60.0 

80.0 

75.0 

7.9 

20.0 

23.5 

5.9 

7.1 

5.0 

25.0 

総数(n=178社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

運輸・倉庫(n=17社)

通信・ソフトウエア(n=17社)

販売会社(n=28社)

商社(n=40社)

不動産(n=5社)

建設・プラント(n=5社)

銀行(n=8社)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

6.0 

11.8 

5.4 

7.1 

20.0 

78.4 

60.0 

62.5 

58.8 

80.0 

86.5 

85.7 

92.9 

80.0 

15.6 

40.0 

37.5 

29.4 

20.0 

8.1 

7.1 

7.1 

総数(n=167社)

建設・プラント(n=5社)

銀行(n=8社)

運輸・倉庫(n=17社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

商社(n=37社)

販売会社(n=28社)

通信・ソフトウエア(n=14社)

不動産(n=5社)

(注) 製造業は有効回答10社以上の業種、非製造業は有効回答5社以上の業種のみ抽出。

26.3 

46.7 

42.9 

41.2 

34.4 

23.5 

13.6 

9.1 

7.7 

58.8 

46.7 

50.0 

44.1 

34.4 

47.1 

68.2 

90.9 

61.5 

100.0 

15.0 

6.7 

7.1 

14.7 

31.3 

29.4 

18.2 

30.8 

総数(n=240社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=15社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=14社)

電気・電子部品(n=34社)

電気機械・電子機器(n=32社)

プラスチック製品(n=17社)

食品・農水産加工品(n=22社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=11社)

衣服・繊維製品(n=13社)

医療機器(n=17社)

0 20 40 60 80 100

(%)

20.0 

36.4 

26.7 

20.0 

17.7 

16.7 

69.0 

54.6 

66.7 

60.0 

76.5 

66.7 

71.4 

11.0 

9.1 

6.7 

20.0 

5.9 

16.7 

28.6 

総数(n=100社)

運輸・倉庫(n=11社)

販売会社(n=15社)

不動産(n=5社)

商社(n=17社)

通信・ソフトウエア(n=6社)

銀行(n=7社)

41.0 

70.0 

53.6 

50.0 

45.0 

42.9 

41.2 

38.5 

30.4 

28.6 

25.7 

10.0 

48.9 

30.0 

46.4 

33.3 

45.0 

50.0 

52.9 

51.9 

60.9 

50.0 

57.1 

60.0 

10.1 

16.7 

10.0 

7.1 

5.9 

9.6 

8.7 

21.4 

17.1 

30.0 

総数(n=368社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=20社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

衣服・繊維製品(n=18社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

精密機械(n=14社)

化学品・石油製品(n=17社)

電気・電子部品(n=52社)

プラスチック製品(n=23社)

電気機械・電子機器(n=42社)

食品・農水産加工品(n=35社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

7.0 

7.1 

5.9 

5.8 

5.7 

4.6 

15.0 

3.7 

11.1 

11.1 

78.8 

57.1 

75.6 

70.6 

73.1 

80.0 

81.8 

80.0 

92.6 

88.9 

88.9 

14.3 

35.7 

24.4 

23.5 

21.2 

14.3 

13.6 

5.0 

3.7 

総数(n=358社)

精密機械(n=14社)

電気機械・電子機器(n=41社)

化学品・石油製品(n=17社)

電気・電子部品(n=52社)

食品・農水産加工品(n=35社)

プラスチック製品(n=22社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=20社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=27社)

衣服・繊維製品(n=18社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=18社)


